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１．推進している事業内容（本説明資料の骨子）

２．事業内容（経営方針）のご説明
２－１．ＦＣ事業の積極的展開

２－２．営業体制の一新

２－３．コンタクト販売事業の拡充

２－４．調剤薬局事業への進出　
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１．推進している事業内容（本説明資料の骨子）
「2007年業界トップ」を目指すメガネトップグループが現在推進している事業展開を、「方向」ならびに「手段」
の２つの側面からご説明申し上げます。

• メガネトップ直営事業から派生し
た「暖簾分け」事業

• メガネトップ本来の直営小売事
業

• 業界既存店、異業種等の加盟
店を対象としたＦＣ事業

当
社
グ
ル
ー
プ
が

推
進
す
べ
き
事
業
内
容

現
在
の
事
業
内
容

• 「地域一番のメガネ店」と
して、お客様の「視」界に
関する感動を提供する

• 「視」界のみならず、お客
様の日々の生活に快適
さをお届けする
? 補聴器等

• 地域の皆様の健康相談
窓口となり、ライフスタイ
ルの応援を行うトータル
健康サービスを提供する
? 調剤薬局
? サプリメント
? 予防医療コンサルティ
ング

事
業
展
開
の
「手
段
」

Ｆ
Ｃ
事
業

ビジョンケア

直
営
事
業

ヘルスケア

事業展開の「方向」
②営業体制の一新

- 当社グループの根幹である、ビジョンケ
ア事業への更なる注力を目的とした営
業体制の改革

①ＦＣ事業の積極的展開
- 今期より積極展開しているＦＣ事業の進捗
報告と今後の展望

④調剤薬局事業への進出
- 調剤薬局事業への展開についてのご報告
と今後の展望

③コンタクト販売事業の拡充
- テキスト社（ａｂｃコンタクト）買収をはじめ
としたコンタクト販売事業の更なる拡充
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２－１．ＦＣ事業の積極的展開
当期新設したＦＣ事業本部を中心に取り組んでおりますＦＣ事業展開については、当社グループ事業の柱と
すべく、積極的に展開を進めております。まずは安心してご加盟いただける仕組を確立するため、社内の英
知を集中してシステム構築を進めております。

活動内容

Ｆ
Ｃ
事
業
に
関
連
す
る
機
能
で
具
備
す
べ
き
こ
と

加盟店数

商品供給

教育
/人材育成

日常的な
業務支援

店舗環境の
整備

2004.4

骨格を作る段階（仕組の確立）
肉付けを行なう段階
（加盟者様の積極的募集）

血を通わせる段階
（Win-Win関係の積極的展開）

•安心してご加盟いただけるための基
本的システムの確立

– ＦＣパッケージの構築
– バックアップ体制の確立

•多数の成功事例と相互利益を
実現し、加速度的展開を推進

– 成功事例の水平展開
– ＦＣ事業ノウハウの蓄積

•確立させたＦＣパッケージを基に
積極的な加盟促進活動を展開

– ＦＣパッケージの改良
– 加盟～開店までのフォロー

８店舗 １２４店舗５８店舗

•加盟店向け商品の供給体制構築
•ＦＣ事業専任者の確保

•加盟店との相関関係の構築
–現場ニーズの汲み取り
–全体トレンドの発信

•リアルタイムで且つ市場ニーズ
を汲み取った商品供給

•加盟店向け人材教育に係るサービ
ス提供に向けた社内体制の確立

•スーパーバイザーの育成

•サービスレベルを均一にするた
めの人材教育

•加盟店後継者の育成

•加盟後、開店に向けた人材整備
•開店後のフォローアップ

–スーパーバイザーによる巡回

•管理業務のシェアードサービス化
•店舗スタッフの派遣

•店舗改装等の環境整備に係るサー
ビス提供に向けた社内体制の確立

•加盟店向け店舗開発サービス
の提供

•メンテナンスサービスの提供

•異業種加盟店への店舗設計指
導

•ＦＣ事業専任者の確保 •直営店舗と同等或いはそれ以
上のサービスレベルの実現

（本日） 2005.4
2006.4
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２－２．営業体制の一新
2004年11月1日付で、メガネトップグループの基盤であるメガネ事業の営業体制を一新し、お客様へ高い付加
価値をご提供するための「提案型販売」をさらに強化・推進してまいります。

営業本部長代行
兼　商品部長
山嵜　隆治

取締役
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長
佐藤　伸一

常務取締役
営業本部長
山本　康之

店舗開発部長
牧　信幸

コンタクト部長
黒柳　文宏

お客様相談室長
小池　洌

東日本営業部長
関東　和彦

取締役
西日本営業部長
松田　成明

北海道・東北
ブロック長
高沢　博志

関東第一
ブロック長
市川　文彦

関東第二
ブロック長
金子　国敏

甲信・静岡東部
ブロック長
池ケ谷誠一

東海・静岡西部
ブロック長
村田　直久

関西・北陸
ブロック長
渋谷　博志

中四国・北九州
ブロック長
岡崎　信秀

南九州
ブロック長
内村　等

42店舗 33店舗 46店舗 53店舗 59店舗 39店舗 35店舗 28店舗

新営業体制

新体制の
意義と意味

戦略策定
機能

戦術策定&
執行機能

執行機能

①「信賞必罰」の徹底
- 自発的な発想のもとで、感動を伴うサービスを提供し続けるため、責任と権限を明確化し、お客様の声を反映した信賞
必罰を徹底する。

②「現場に対するサービス」の徹底
- お客様に直に接している現場社員のモチベーションを向上し続けることが、お客様に対する付加価値の最大化に繋が
ると考え、「現場に対するサービス」を徹底して行く。

③「提案型販売」の更なる推進
- 『「良品廉価・しっかりとした技術・心地よい礼節およびコミュニケーション」を通してお客様の満足度を最大化する』という
メガネトップイズムを明確化し、当社の精神である「提案型販売」をさらに推進して行く。
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２－３．コンタクト販売事業の拡充
2004年10月末に株式会社テキスト（ａｂｃコンタクト）の発行済株式の53.3％を取得し、同社を子会社化致しまし
た。同社と当社100％子会社である株式会社ウインとを2005年2月に合併、統合メリットを活かすことで事業を
拡充し、2006年3月期決算を目処に新規上場を目指してまいります。

メガネトップ

ウィン テキスト

持分比率
53.3％

メガネトップ

ウィン

テキスト

子会社化

株式

ステップ１（テキスト社買収）

統合会社

ウィン テキスト

ステップ２
（ウイン社＆テキスト社合併）

ステップ３
（統合会社新規上場）

持分比率
100％

売上

経常利益

算定
時価総額

統合比率

商号

本社

資本金

当社持
分比率

統合会社

2006年3月期（見込）

テキスト（存続会社はウイン）

2005年2月にて合併子会社化 新規上場

上場時の業績（見込）

•売上高
•税引後利益
•予想ＰＥＲ
•予想時価総額
•当社売却見込持分

５０億円
２．５億円
１５倍*
３７．５億円

メガネトップ
グループ全体
へのインパクト

テキスト社株式購入資金：　 両社の統合効果：　

100百万円（仕入原価逓減＆間接費削減）△320百万円（128,000円×2,500株）

新規上場によるキャピタルゲイン：　

750百万円（類似業種PERを採用の場合）

コンタクト事業
拡充へ向けた
ステップ

２０％

•売上高
•経常利益
•税引後利益
•店舗数

５０億円
４．１億円
２．５億円

４０店舗

１５億円 １８億円

０．７５億円

１ ２．３７

０．７９億円

４０２百万円 ６００百万円

大阪

９７．９百万円

７２．０％

＊：類似業種PERを採用
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２－４．調剤薬局事業への進出（1/2）
地域社会において、視生活だけでなく生活全般の健康を、安心かつ快適に提供するサービスプロバイダーを
目指すべく、調剤薬局事業へ進出し、積極的に展開してまいります。

メガネトップ
既存のビジョン

新規事業
（ヘルスケア事業）
単独のビジョン

全国のどこでも、全てのお客様に支持される
「メガネの一番店」を作り上げる

地域で一番のメガネ店

地域の皆様の健康相談窓口となり、地域医療の一端を担うと同時にライフ
スタイルの応援（＝予防医療）を行うトータルサービスを提供する

地域の健康相談窓口

メガネトップグループ
の新たなビジョン ビジョンケア ヘルスケア

生活全般の健康に係るトータルサービスを提供する

生活全般のトータルサービスプロバイダー

融合
（シナジー）
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２－４．調剤薬局事業への進出（2/2）
調剤薬局関連業界を取巻く背景を鑑み、新たな業態を開発することで、既存の調剤薬局市場のみならず関
連市場であるドラッグストアとの差別化を打ち出してまいります。
調剤薬局市場規模
平成15年度　推定３兆円（医薬分業率50％）

プライマリー
ケア

メディカル
ケア
アフターケア

薬

医
（27兆円）

30兆円

厚生労働省の方針として、
メディカルケアは今後削減
していく方向にある

プライマリー市場のシェア
をいかに押さえるか、がキー
ポイントとなる

ヘルスケア事業のビジネスシステムの特徴
•国家資格保有者である「薬剤師」の有効活用
•メディカルケアである調剤で店舗販売管理費を賄い、プライマリーケアの骨格となる「健康食品・サプリメント」の販売で利益を創出
•地域の「かかりつけ薬局」化を行い、消費者視点に立った薬局作り
• FCチェーンの構築

Ø全国で6万件（調剤薬局除く医薬品小売業35,000件／調剤薬局27,000件）存在する薬局のＦＣ化
ØＵターン薬剤師の独立支援（調剤報酬を担保とした融資も可能）

既存事業とのシナジー
•顧客データの活用

Ø現在400万人の顧客を抱えており（基本的には1店舗あたり1万人/大型店では5万人～10万人規模）、うち稼動しているのは120万人程度
であると推測される。当該顧客へのサプリメント販売を行うと同時に、付随する情報提供を行い、薬局への来店を促進する（サプリメント販
売　4,000円/年×120万人＝5,000百万円）

•共同出店
Øメガネ・薬局・眼科+内科・外科等でのクリニックモール的な出店（郊外型立地）を行うことも可能となる。また、メガネの既存店への併設出
店も可能である。
ðメガネの繁忙期は土日であり、薬局・クリニックとは表裏の関係にある


